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セグメント情報専門委員会の検討日程（案） 
 

 日 時 議 題 

第 1 回 
2007 年 

1 月 25 日（木） 

・ 専門委員会の趣旨・今後の予定  

第 2 回 2 月 9 日（金） 

【論点１】セグメント情報開示の基本的な考え方 

【論点 2】事業セグメントの決定方法 

【論点３】報告セグメントの決定方法  

第 3 回 2 月 23 日（金） 
【論点４】事業セグメント開示項目・測定方法 

委員会 3 月 6 日（火） ・ 専門委員会での検討状況 

第 4回 3 月 7 日（水） 【論点５】企業全体の開示での開示項目 

第 5回 4 月 17 日（火） 
・ ヒアリング結果報告 

・ 公開草案文案検討① 

第 6回 5 月 21 日（月） ・ 公開草案文案検討② 

委員会 5 月 25 日（金） ・ 専門委員会での検討状況 

第 7回 6 月 11 日（月） ・ 公開草案文案検討③ 

委員会 6 月 15 日（金） ・ 専門委員会での検討状況 

第 8回 6 月 25 日（月） ・ 公開草案文案検討④ 

委員会 6 月 28 日（木） ・ 専門委員会での検討状況 

第 9回 7 月 6 日（金） ・ 公開草案文案検討⑤ 

委員会 7 月 13 日（金） ・ 公開草案文案審議① 

第 10 回 7 月 20（金） ・ 公開草案文案検討⑥ 

委員会 7 月 27 日（金） ・ 公開草案公表審議② 

第 11 回 8 月 8 日（水） ・ 公開草案文案検討⑦ 

委員会 8 月 9 日（木） ・ 公開草案公表審議③ 

委員会 8 月 24 日（金） ・ 公開草案公表議決 

第 12 回 11 月 5 日（月） ・公開草案のコメント分析と対応案の検討 

委員会 11 月 22 日（木） ・公開草案のコメント分析と対応案の検討 

第 13 回 12 月 3 日（月） ・「会計基準」及び「適用指針」の文案の検討① 

第 14 回 12 月 14 日（金） ・「会計基準」及び「適用指針」の文案の検討② 

第 15 回 
2008 年 

1 月 15 日（火） 

・「会計基準」及び「適用指針」の文案の検討③ 

委員会 1 月 17 日（木） ・「会計基準」及び「適用指針」の文案の検討① 

委員会 1 月 31 日（木） ・「会計基準」及び「適用指針」の文案の検討② 

(財)財務会計基準機構のWebサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の無体財産権に関する 
法律並びに条約によって保護されています。許可なく複写・転載等を行うことはこれらの法律により禁じられています。



審議事項（２）－６ 
 

 - 2 - 

 日 時 議 題 

第 16 回 2 月 12 日（火） ・「会計基準」及び「適用指針」の文案の検討④ 

委員会 2 月 15 日（金） ・「会計基準」及び「適用指針」の文案の検討③ 

第 17 回 2 月 21 日（木） ・「会計基準」及び「適用指針」の文案の検討⑤ 

委員会 2 月 28 日（木） ・「会計基準」及び「適用指針」の文案の検討④ 

委員会 3 月 14 日（金） 公表議決予定 

第 18 回 
3 月 18 日（火） 

15:45～17:45 

・四半期財務諸表におけるセグメント情報等の取扱い

の検討 

委員会 3 月 25 日（火） ・専門委員会での検討状況 

第 19 回 
5 月 20 日（火） 

13：30～15：00 

・四半期会計基準公開草案の文案検討① 

委員会 5 月 30 日（金） ・四半期会計基準公開草案の文案検討① 

第 20 回 
6 月 9 日（月） 

15：30～17：00 

・四半期会計基準公開草案の文案検討② 

委員会 7 月 10 日（木） ・四半期会計基準公開草案の文案検討② 

委員会 7 月 24 日（木） ・公開草案公表議決予定 

第 21 回 
10 月 6 日（月） 

10：00～11：30 

・四半期会計基準公開草案へのコメント対応検討 

・四半期会計基準の文案の検討① 

委員会 10 月 16 日（木） 
・四半期会計基準公開草案のコメント分析と対応案の

検討 

委員会 11 月 20 日（木） ・四半期会計基準及び適用指針の文案の検討 

委員会 
12 月 4 日（木） 

又は 18 日（木） 

・四半期会計基準及び適用指針の公表議決予定 

 
 

以 上 

(財)財務会計基準機構のWebサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の無体財産権に関する 
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